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国際医療福祉大学三田病院
　　
2005年旧東京専売病院より継承
医師数120名、290床、
平均在院日数10日
入院単価６５００点

2007年より東京都認定がん診療病院
2008年よりＤＰＣ対象病院

　　　　　　　

　



国際医療福祉大学
大学院（東京青山

キャンパス）

大学院　医療福祉学研究科

保健医療学部

医療福祉学部

薬学部　

福岡リハビリテーション学部
（福岡県 大川キャンパス）

看護学科、理学療法学科、作業療法学科、言語

聴覚学科、視機能療法学科、放射線・情報科学科

大学院　医療福祉学研究科

修士課程：保健医療学専攻、医療福祉経営専攻

　　　　　　　臨床心理学専攻

博士課程：保健医療学専攻

医療経営管理学科、医療福祉学科

理学療法学科、作業療法学科、

言語聴覚学科（平成19年4月開設）

看護学科、理学療法学科、作業療法学科

 栃木本校のほかサテライトキャンパスも設置
（東京・小田原・熱海・福岡・大川）

 同時双方向遠隔授業
 医療職のための本格的な生涯学習コース、

「乃木坂スクール」開講

＜特徴＞
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　平成７年栃木県大田原市に、日本初の保健・医療・福祉分野の総合大学として設立。看護師、理学療
法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓練士、診療放射線技師、社会福祉士、介護福祉士、薬剤師等
のメディカル・スタッフを育成している。　

　平成７年栃木県大田原市に、日本初の保健・医療・福祉分野の総合大学として設立。看護師、理学療
法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓練士、診療放射線技師、社会福祉士、介護福祉士、薬剤師等
のメディカル・スタッフを育成している。　
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塩谷病院

大学附属施設

小田原保健医療学部
（神奈川県 小田原キャンパス）

国際医療福祉大学・高邦会グループの概要　

（300床）

大学クリニック（栃木大田原）
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パート１
2012年ダブル改訂はあるのか？

４月２０日中医協



関係団体の意見
• 日本病院会

– 　「改訂は粛々と行うべき」（4月23日　常任理事会）

• 日本精神科病院協会
– 　「改訂は延期すべき」（4月25日　山崎会長）

• 日本医療法人協会
– 　「延期も考慮すべき」という意見が大勢（4月16日　常任理事会）

• 全日本病院協会
– 　「未提示」（4月16日　常任理事会）

• 日本医師会　
– 「改訂延期とするもその後反対意見続出」（4月27日代議員会）

– その後、医療経済実態調査にも反対



同時改定予定どおり実施

• 細川厚生労働大臣は「定期的に改定を行うこと
は、医療や介護制度にとって重要なことで、実
施を延期することは考えていない」（6月3日）

細川厚生労働大臣



　　　震災という事態の中でも、
痛みを伴っても、改訂は断行すべき

痛みを日本全体で共有すること
　　　マイナス改訂覚悟で、
徹底的にムダを省いて、メリハリ
をつけた大胆な改訂を！
ジェネリック医薬品による医療費
削減に期待！

http://imgcc.naver.jp/kaze/mission/USER/1/3/199663/3873/1024x683x27bffcc5d5fefb9362e798e.jpg


被災地対象に診療報酬加算を検討

• 中医協委員らは8月１日から３日間、岩手、宮
城、福島各県を視察。地元の医療機関や医
師会などと意見交換した。

• 中医協の森田朗会長（東京大教授）は8月３
日、福島市で記者会見し、被災地を対象とし
た診療報酬上の加算創設などについて、改
定での検討対象になるとの考えを示した。

　



社会保障改革に関する集中検討会議
厚労省社会保障改革案を提示（2011年5月12日） 

• 保険制度のセーフティーネット機能の強
化、給付の重点化のための施策には・・
・

• 市町村が運営している国民健康保険の
財政の広域化

• 高度医療や、長期にわたる高額な医療
への給付の重点化

• 高齢者医療費、介護費の高齢世代と現
役世代の公平な負担

• 後発医薬品のさらなる使用促
進

• 次なる達成目標の設定を！
2014年40％、2016年50％

• 年金や医療などの社会保障制度
について、厚労省は5月１２日、２
０１５年以降の改革案を発表



 OECD対日審査報告書2011年版 
社会保障支出の改革（2011年4月）

• 介護サービスについて、報酬体系の活用や入院
患者医療区分のより厳密な監視により、病院か
らより適切な介護施設へのシフトを促す。

•  病院が効率性を高める動機を強めるよう、診療
報酬を疾病ごとに設定する診断群分類の改革に
より、支払方式の改善を図る。

• 後発医薬品を報酬支払の基準とすることにより、
その利用を拡大する。

• 専門医による不必要な診断を減らすために、ゲ
ート・キーパー制を導入する。



２０１２年までに

ジェネリック医薬品の数量シェア３０％に！　　　
　

• 経済財政諮問会議

　　（2007年5月15日）

–後発医薬品の数量
シェアを2012年までに
３０％に、5000億円削
減

– 2012年度末すなわち
2013年3月が目標

– 2012年4月診療報酬
改定、調剤報酬改定
がラストチャンス

　　経済財政諮問会議



ジェネリック医薬品調剤率の変化

中医協（H22.12.8）　後発医薬品の使用状況調査 結果概要（速報）（案）

２０１０年４
月調剤報酬

改定 2012年
30％シェア達成
は赤信号



都道府県別後発医薬品割合
（数量ベース）2009年4月～１１月分

沖縄県は

３５.７％！



２０１２年度ジェネリック医薬品
シェア３０％達成へ向けて

　

• ２０１２年４月改訂で大胆なジェネリック医薬品
使用促進策の実施を！

• 後発医薬品調剤体制加算
– ２０％・２５％・３０％の３段階→20％、２５％を廃止

して、３０％以上（たとえば40％）を評価へ

・　医師のジェネリック医薬品処方へのインセンテ
ィブ

・一般名処方の普及
• 処方せん様式の再々見直し

–後発医薬品変更不可欄を廃止し、個別薬剤処方単
位の変更不可欄のみとする



更なるジェネリック医薬品普及策のため
不可処方せんの見直しを！

• 包括的不可処方箋を辞
めて、薬剤単位の変更
不可処方せんにする

• 薬剤単位の不可処方
せんが国際標準
– DNS(Do not Substitute)

• 変更不可
– DAW(Dispense as 

Written)
• 処方通りに調剤

不可欄を不可にす
る



パート２
地域医療計画の見直し

2006年６月第５次医療法改正
地域医療計画の見直し



第５次医療法改正（2006年）
地域医療計画の見直し(2008年施行）

　疾病別・事業別の地域連携ネットワーク

1次医療

2次医療

3次医療

患者・住民

かかりつけ医 核となる
医療機関

医療機関
医療機関

医療機関

医療機関医療機関

医療機関

介護施設
介護施設

保健所

移行

日常医療圏
二次医療圏に近いが
疾患や地域に
よっては異なる

現在の医療計画の問題点
①患者の実際の受療行動と異なる
②疾病動向を勘案していない
③地域の医療機能に関係なく
　結果として大病院重視の階層構造

特殊な医療は都
道府県を越えた

対応が必要

これまでの医療計画の
考え方

＊４疾患（がん、脳卒中、糖尿病、急性心筋梗塞）と５事業（救急医療、災害医療
、へき地医療、周産期医、小児医療）別のネットワーク形成
　 

疾病



4疾患5事業

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

　 

地域連携クリティカルパスが連携ツールとして
地域医療計画作成指針に採用



2013年地域医療計画
次期見直し

地域医療計画は5年計画

2008年～2012年



医療計画見直しスケジュール（案）
2010年 　　　　　　2011年 2012年 2013年

厚
生
労
働
省

都
道
府
県

（10月～）
社会保障審議会医療部会

における議論

（12月～）
医療計画の見直し等に関する検討会

医療計画作成指針の改正案等について
議論

改正指針
等を都道府
県へ提示

医療計画

の策定
医療計画
の実施

2008年～2012年（医療計画の5年間）



医療計画見直し等検討会

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長 

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授 

• 神野 正博 全日本病院協会副会長 

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事 

• 末永 裕之 日本病院会副会長 

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事 

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事 

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長 

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長 

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授 

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長 

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学院教授 

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長 

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長
第１回検討会
2010年12月17日



医療計画見直し等検討会

• 第１回　2010年12月17日
– 医療計画制度の現状と課題等について

• 第２回　2011年2月18日
– 医療計画の新たな評価手法の導入等について

• 東京医科歯科大学・河原教授：「医療計画を踏まえた
医療連携体制構築に関する評価方法について」

• 尾形委員：「医療計画におけるPDCAサイクルによるマ
ネジメントについて」

• 武藤座長：「医療連携体制に係る各都道府県の取り組
み状況の差異について」

• 　



第１回検討会（２０１０年１２月１７日）

• 二次医療圏そのものも見直しの必要性
– 全日本病院協会　神野正博副会長

• 「医療圏そのものを見直し、定義をきちんとすべきかもしれない」

• 精神疾患を医療計画へ
– 日本精神科病院協会　長瀬輝誼副会長

– 精神科疾患は以前から比べると、かなりのウエートを占
めるようになった

– 精神科疾患にも配慮して医療計画を作るべき」だとの考
えが示された。

• 介護との連携
– 日本医師会　鈴木邦彦常任理事

• 高齢化が進み、医療だけでは地域は支えられない

• 介護との連携の必要性



第１回検討会（２０１０年１２月１７日）

• 中小病院の役割
– 日本医療法人協会　　伊藤伸一副会長

• DPC病院以外の地域の一般病院の機能を、医療計画の中にどのような
形で盛り込むのか。病院機能、病床機能をもう少し明確に表すようにす
べきでないか

• 歯科連携
– 日本歯科医師会　池主憲夫常務理事

• 医療連携における歯科連携の重要性を強調した。

•  薬局の役割
– 日本薬剤師会　山本信夫副会長

– 在宅における癌治療、緩和医療における薬局の役割



第２回検討会（２０１０年２月１８日）

• 医療計画策定のためのデータ集積や分析の
在り方
– 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授 

• 「患者動向を示す最新データが、医療計画の見直し検討には必
須である」

• 「この5年間にDPCデータやレセプトオンラインデータが整備されて
きているので、こうしたデータベースの利用が不可欠」

• 医療計画の評価
– 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授 

• 医療計画では、ＰＤＣＡサイクルを回すことが必要

• 医療計画作成評価
– 国際医療福祉大学大学院武藤正樹



医療計画見直し等検討会
• 第３回　平成23年2月28日

–各都道府県の医療計画への取り組み状況につ
いて

• 千葉県健康福祉部・井上理事：「医療計画への取り組
みについて」

• 山口県宇部環境保健所・惠上所長：「地域医療連携体
制構築に関する保健所の関与について」

• 伏見委員：「医療圏における地域疾病構造及び患者
受療行動に基づく地域医療の評価について」

• 青森県健康福祉部・大西保健医療政策推進監：「保健
医療計画の策定について」



医療計画見直し等検討会

• 第４回　平成23年5月23日（月）14:00
– 「災害医療について」　厚労省医政局指導課救急・周産
期医療等対策室　宮本室長

– 「東日本大震災におけるＤＭＡＴの活動について」　小井
土ＤＭＡＴ事務局長　国立病院機構災害医療センター臨
床研究部長

– 「二次医療圏データベースを用いてわかること」　国際医
療福祉大学大学院　高橋泰教授

– 「循環器疾患の地域医療連携の取り組み」順天堂大学医
学部　田城准教授



第４回医療見直し等検討会

• ポストＤＭＡＴのシステム作り
– 鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）

• 被災地における急性期医療のニーズが低かったことなどを挙げ、
「これまでDMATが想定していなかったことが起きている」

– 末永裕之委員（日本病院会副会長）
• 「JMAT（日本医師会災害医療チーム）や病院団体との協働作業
で、『ポストDMAT』をどうするかが課題

• 亜急性期から慢性期を含めた長期的な支援の必要性を強調

• 災害時の情報連携の構築
– 神野正博委員（全日本病院協会副会長）

• 津波による患者情報の流失などが起こったことから、「情報連携
を何らかの形で入れ込むことが、これからの災害医療、あるいは
医療計画に必要なことだと思う」



第５回医療計画見直し検討会

7月13日

在宅医療

集中検討会議パターン１と医療計画と
の関係は？



第５回医療計画見直し検討会

• 厚生労働省医政局指導課在宅医療推進室
– 在宅医療に係わる提供体制、とくに在宅療養支援診療所
や在宅療養支援病院、訪問看護ステーションの現状の説
明

• 医療計画における在宅医療の位置づけ
– 神野正博委員（全日本病院協会副会長）

• 「医療法上、在宅医療は規定されているものの、4疾病5事業にく
らべて、医療機関も行政も、そして国民も（医療計画の項目として
）なじみが薄い。在宅を事業として、精神疾患を入れて5疾病6事
業、あるいは5疾病5事業1在宅などときちんと明示し国の指針を
示すべきである。」

• 在宅医療指針を別途通知する予定



「在宅医療指針」

• 国立長寿医療研究センターが中心になって
取りまとめた「在宅医療体制構築に係る指針
案」を参考にする方針。
– 24時間365日、患者の生活の視点に立った多職
種連携医療の確保

– 看取りまで行える医療のための連携体制

– 認知症の在宅医療の推進

– 介護との連携―などの観点から、各都道府県が
地域の実情に合わせて計画を策定すべき



医療計画の見直しの方向性

災害医療、精神医療、在宅医療



4疾患5事業の見直しを！

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

–⑤精神疾患

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

–＊在宅医療

　 



災害医療計画の見直し



災害医療計画の見直しを
• 災害拠点病院の要件見直し

–被災した東北３県沿岸9医療圏とその周辺医療圏
の災害拠点病院の現状調査が必要

–災害医療ネットワークが機能したかどうか？

–災害拠点病院の要件見直しが必要
• 初期医療体制、後方病床確保、高齢者施設支援

• 医薬品備蓄、医療派遣チームなど

–災害医療は平時の連携体制を基礎に、いったん
緩急あればスケールアップして対応できる体制が
必要

• 被災9医療圏は東北3県の広域の医療計画
が必要だろう



災害医療の在り方検討会の設置

2011年中にとりまとめ

2013年の次期医療計画へ反映



広域の災害医療圏の設定が必要

東北３県9医療圏が
被災した



パート３
精神医療の見直し

ドネペジル連携パス



日本の精神医療の特殊性







「地域医療計画の5疾患目に
　　　　　　　　　　精神科疾患を要望」

（日本精神科病院協会） ２０１０年１２月２２日
　　　　　　　　
• 社団法人 日本精神科病院協会長 山 崎 學氏

• 今後増加する精神疾患患者への医療提供体制を安
定的に確保するためには、一般医療と精神科医療
との連携強化や地域連携を一層強化する必要があ
る。 

• このため、医療計画のいわゆる４疾病５事業の疾病
に、精神疾患を追加し、５疾病５事業とすることにつ
いて検討していただきたい。



精神疾患が医療計画へ

社会保障審議会医療部会　2011年7月6日



社会保障審議会医療部会
（2011年7月6日）

• 医療計画の５疾患目に精神疾患を追加することで合意
– 精神疾患の患者数は323万人（2008年患者調査）

– ４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）のいずれより
も多い

– 自殺による死亡者数3.1万人（糖尿病死亡者数1.4万人より多
い）

• 委員からは積極的に支援する意見があいついだ
– 「精神疾患は社会全体で見守らなければならない」（高智英
太郎健保連理事）

– 「他の４疾病よりも地域連携が必要」（横倉義武日医副会長）



←精神疾患を追加











精神疾患が地域医療計画の５疾患に
加えられると・・・

• 精神科医療施設の診療機能の情報開示

• 地域医療計画における数値目標の明示

• 地域連携クリテイカルパスの作成

• そしてそのための作成指針を作成しなければ
ならない。

• 日本精神科病院協会
– 「医療計画指針特別検討委員会」を設置

– 「医療計画見直し検討会で参考となる協会版の
指針を作成する」（山崎会長）



精神科連携パスを作ろう！

• 精神科連携パス作成手順
– 院内パス作成が基礎

• 急性期精神疾患から作成し慢性期精神疾患へ
– エビデンスやガイドラインに基づいて

– アウトカム指向で

– チームアプローチで

• 精神科退院調整パスの作成

– 精神科連携パスの作成へ
• 基本は院内パスと同じ

• アウトカム指向で、ガイドラインに基づいて、多職種協
働で



精神科地域連携クリティカルパス（北里東病院）
適応基準： □うつ病　　　□反復性うつ病
除外基準： 認知症を含む器質性・薬剤性精神障害、統合失調症、神経症性障害
再紹介基準： うつ病再発の特徴がみられ、かつ薬物調整で改善傾向を示さない
1. 強いうつ気分, 2. 興味や喜びの喪失, 3. 食欲の障害, 4. 睡眠の障害
5. 精神運動の障害（制止または焦燥）, 6. 疲れやすさ、気力の減退, 7. 強い罪責感
8. 思考力や集中力の低下, 9. 死への思い

大石智氏資料（北里東病院）

　
　
　

家庭内安定期
退院から３ヶ月後
（　　　月　　日）

地域安定期
退院から６ヶ月後
（　　　月　　日）

社会参加検討期
退院から９ヶ月後
（　　　月　　日）

社会参加安定期
退院から１２ヶ月後

（　　　月　　日）

治療終結検討期
退院から２４ヶ月後

（　　　月　　日）

ア
ウ
ト
カ
ム

病状悪化をもたらす困難やストレスがない □同左 □同左 □同左 □同左

睡眠や生活リズムが保たれている □同左 □同左 □同左 □同左
服薬自己管理が出来る □同左 □同左 □同左 □同左
精神症状が安定している □同左 □同左 □同左 □同左
家族等と良好な関係が保てている □同左 □同左 □同左 □同左
支援が必要な際の自覚がもてる □同左 □同左 □同左 □同左
支援が必要な際の救助方法（電話、相談）が理解出来ている □同左 □同左 □同左 □同左
自宅での活動を自発的に行える □同左 □同左 □同左 □同左
通院が可能である □同左 □同左 □同左 □同左

近所を中心に外出できる

　
　

単独で地域住民や親戚
とつきあえる
単独で遠方へ外出できる
　

仕事への復帰を検討で
きる
　
　

制限を設けず就労できる
睡眠薬を服用せずとも熟睡
感が得られる
抗不安薬を漸減中止できる

□同左
抗うつ薬を漸減中止できる
治療終結を楽観的に捉えられる

生活能
力評価

  1. 精神状態（安定、ほぼ安定、要援助） □同左 □同左 □同左 □同左
  2. 症状管理（自立、ほぼ自立、要援助） □同左 □同左 □同左 □同左
  3. 服薬管理（自立、ほぼ自立、要援助 □同左 □同左 □同左 □同左
  4. 睡眠コントロール（自立、ほぼ自立、要援助） □同左 □同左 □同左 □同左
  5. 排泄（自立、ほぼ自立、要援助） □同左 □同左 □同左 □同左
  6. 食事、健康管理（自立、時々偏向あり、要援助） □同左 □同左 □同左 □同左
  7. 個人衛生、清潔（自立、ほぼ自立、要援助） □同左 □同左 □同左 □同左
  8. 金銭管理（自立、ほぼ自立、要援助） □同左 □同左 □同左 □同左
  9. 対人関係（良好、時々偏向あり、不良） □同左 □同左 □同左 □同左

タスク

□通院（　月　日）（　月　日）・・・ □通院（月日）・・・ □通院（月日）・・・ □通院（月日）・・・ □通院（月日）・・・
□栄養相談 □同左 □同左 □同左 □同左
□服薬自己管理の教育 □同左 □同左 □同左 □同左

□かかりつけ医への情報提供書作成
　

□職場担当者と面接
□産業医への情報提供

□同左 □再発サインと対処法に関する
教育



パート４
塩酸ドネペジルと認知症連携

塩酸ドネペジル



塩酸ドネペジルの特許切れ

• 2011年11月塩酸ドネペジルのジェネリック医
薬品が３４社から発売

• 塩酸ドネペジル・ジェネリック医薬品
– ３ｍｇ、５ｍｇ

–適応は軽度、中等度アルツハイマーのみ

– １０ｍｇと高度アルツハイマーには適応がない

• アリセプトの市場はおよそ1000億円
–アリセプト５ｍｇが、売り上げの70％以上を占める



抗認知症薬
ドネペジル ガランタミン リバスチグミン

(パッチ剤）
メマンチン

作用機序 AcｈE阻害剤 ACｈE阻害剤
nAChEアロステ
リックモジュレー
ター

AcｈE/BuChE阻害
剤

NMDA受容体阻
害剤

用量（ｍｇ/日） ５～１０ １６～２４ １８ １０～２０

用法(回/日） １ ２ １ １

半減期（時間） ７０～８０ ５～７ １０ ６０～８０

代謝 肝臓 肝臓 腎排泄 腎排泄



メマンチン

• 塩酸ドネペジル
– 記憶などに関わる神経伝達物質アセチルコリンの分解酵
素を阻害してアセチルコリン濃度を高める

• メマンチン
– 神経伝達物質グルタミン酸のN-メチル-D-アスパラギン酸

（NMDA）受容体に働きかけ、過剰グルタミン酸による神
経細胞毒性などを抑制、認知症の周辺症状を抑制

– 日本でメマンチンは、独メルツから導入した第一三共子会
社が「メマリー」として2011年２月より製造販売

• 塩酸ドネペジルとメマンチンの併用

– 中度・高度アルツハイマーに適応



認知症の疫学

• 認知症高齢者
– 65歳以上高齢者の認知症有病率は３．８～11％
– 2010年　250万人

– 2015年　300万人

– 2030年　400万人

• 認知症高齢者は都市部に多い
– 都市部とその周辺部の高齢化により、認知症問
題は実は都市問題

– 東京都がいずれアルツハイマー大都市となる



認知症診療の課題

• 認知症診療の標準化
–早期診断、早期治療

–発症後はどこでも同じ標準治療を受けられる体
制の整備

– 診療ガイドラインの普及

• 介護施設における薬物治療の継続
– 介護療養病床・介護老人保健施設は介護保険に

よる医薬品の包括化でアリセプトの投与が中止さ
れることが多い。治療中断による症状進行を防ぐ
必要がある



課題の解決へ向けての方策

• 認知症診療ガイドラインの普及
– 日本神経学会認知症ガイドライン

• 簡易版のガイドラインの普及が必要

– とくに開業医向けガイドラインの普及

• 負担軽減による治療継続
– 軽症・中等症→塩酸ドネペジルのジェネリック医薬品

– 中等度・高度→塩酸ドネペジルのジェネリック医薬品＋メ
マンチン

• 塩酸ドネペジルのジェネリック医薬品導入により介
護施設での継続治療が可能となる

• 高額なメマンチンとの併用が可能となる



老人保健施設では
アリセプトが飲めない？

• 2008年１月２０日放送ＮＨＫスペシャル（認知症）
– 番組では老人保健施設ではアルツハイマー患者が入所してるにもかかわらず、ア

リセプトが飲ませられないことを取り上げていた。

– 入所者一人当たりの介護報酬が、月３０万円と決まっていて、この枠内で
人件費や施設の維持管理費、施設の利益、食費、薬代、すべてを賄わな
いといけない。

– このため高い薬は購入できない。薬代に使えるのは、わずか３％程度。こ
れを計算すると９０００円となる。

• アリセプトの薬価は高い
– アリセプトの薬価は５ｍｇで４２７円

– これを飲ませると月に幾らするかというと、１２８００円である。これでは、
施設の利益が出ないことになる。



介護老人保健施設における
包括医療

• 介護老人保健施設入所中の医療は原則包
括医療
– 療養上必要な処方薬等は、原則として介護保険からの給付になる

– 介護老人保健施設は、「症状が安定期にある」ことが入所条件の一
つとなっているので、他の病院等に受診することは「通常ではない状
態」として扱われる

• 外部医療機関への受診
– 受診する場合は、介護老人保健施設の医師が、受診先の医師に診

療情報提供書を添えることが必須の事項となっている。

– 現行制度では、老人医療の１割分を受診をした当該利用者が負担し
、その他の受診に関わる費用の残りの分は施設が負担することにな
っている



全老健アリセプトなど
出来高での算定要望

• 全老健　アリセプトなど出来高での算定要望
–全国老人保健施設協会（全老健、川合秀治会長

）は、介護老健施設の入所者へのパーキンソン
病治療薬や認知症治療薬、免疫抑制剤などの処
方を診療報酬での出来高算定にするよう厚生労
働省に求めている。

– ２０１０年度の診療報酬改定か、遅くとも12年度に
予定されている診療・介護報酬の同時改定での
実現を目指す。



かかりつけ
医への介入

介護施設
への介入



介護保険対象者・関係者向けに
塩酸ドネペジルジェネリック医薬品の啓発

• 介護保険対象者・関係者向けに治療の継続性の強
化と塩酸ドネペジルのジェネリック医薬品の導入メリ
ットを強調しては？
– ジェネリック導入により介護施設でのアリセプトの中止例

について投与継続が可能になる

– 認知症における塩酸ドネペジルのジェネリック医薬品の
切り替えは、塩酸ドネペジルの介護施設における治療の
継続による症状の進行緩和、経済的負担軽減により患者
・家族を支える視点から有意義である。

– 患者家族、介護施設関係者、ケアマネ、ヘルパー、訪問
看護ステーション等



認知症と地域連携

認知症患者を取り巻く関係者



認知症を巡る最近の動向

• 医療計画の５疾患目に精神疾患が追加
– 精神疾患（認知症、うつ病、統合失調症）

–一般医療との連携が必要

• 認知症疾患医療センターの整備（2008年より）

• 認知症サポート医





認知症地域連携のイメージ







認知症サポート医と研修

• 認知症サポート医 
– 地域医療に携わり認知症の対応に習熟している医師で、所定の研修

を修了し、かかりつけ医に対する認知症診断等に関する相談・助言、
地域包括支援センター等との連携及び「かかりつけ医認知症対応力
向上研修」の研修内容の企画立案や講師役等を担う医師 （平成22
年3月末現在 260名）

• かかりつけ医認知症対応力向上研修 
– 高齢者が日ごろから受診する診療所等の主治医（かかりつけ医）に

対し、適切な認知症診断の知識・技術や家族からの話や悩みを聞く
姿勢を習得するための研修を実施することにより、サポート医との連
携の下、各地域において、認知症の発症初期から状況に応じて、医
療と介護が一体となった認知症の人への支援体制の構築を図ること
を目的とした研修 （平成22年3月末現在 2,556名）

• （注３）研修修了者は、東京都の認知症ポータルサイト「とうきょう認知症
ナビ」で公表している。





パート５
認知症連携パス



２０１０年診療報酬改定
認知症に係わる連携加算

• １　認知症専門診断管理料500点（1人につき１回）
– 〔算定用件〕

• 認知症疾患医療センター等の専門医療機関において、認知症の
個別診断を行い、療養方針を決定して患者及び家族に詳細な説
明行った場合に算定する。

• ２　認知症専門医療機関連携加算50点（月１回）
– かかりつけ医の外来で管理している認知症患者について

、症状が増悪した場合や定期的な評価が必要な場合に、
専門医療機関に紹介を行う際の診療情報提供料（Ⅰ）に
加算する。



東京都内の認知症連携

• 世田谷区もの忘れ連携パス

• http://www.setagayamed.or.jp/ninchishindan
.html

• 大田区認知症連携パス

• http://amity.typepad.jp/blog/2011/02/ninnchi-renkei.html
• 目黒区認知症連携パス

• http://www.city.meguro.tokyo.jp/kurashi/korei_fukushi/ninchisho_shien/ninchisho_renkeipasu/index.html

http://amity.typepad.jp/blog/2011/02/ninnchi-renkei.html
http://www.city.meguro.tokyo.jp/kurashi/korei_fukushi/ninchisho_shien/ninchisho_renkeipasu/index.html


世田谷区もの忘れ連携パス









大田区認知症連携パス









大津市認知症連携パス











足立区認知症連携パスを作ろう！

　　　　　　精神科連携パス勉強会
（大内病院、東京足立区　 2011年5月11日）



　　　　　　　　　　　　　　　まとめと提言まとめと提言

・２０１２年同時改訂は断行すべき！・２０１２年同時改訂は断行すべき！
・ジェネリック医薬品使用促進に・ジェネリック医薬品使用促進に
　　　　　　さらなるインセンティブを！　　　　　　さらなるインセンティブを！
・医療計画に精神疾患が追加された・医療計画に精神疾患が追加された
・精神疾患、とくに認知症連携パスが注目・精神疾患、とくに認知症連携パスが注目
・塩酸ドネペジルのジェネリック医薬品の普・塩酸ドネペジルのジェネリック医薬品の普
及と活用を！及と活用を！
・塩酸ドネペジル連携パスを作ろう・塩酸ドネペジル連携パスを作ろう
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有限責任中間法人

日本ジェネリック医薬品学会

the Japan Society of Generic Medicines
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日本ジェネリック医薬品学会役員のご紹介（１６名）
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日本ジェネリック医薬品学会評議員のご紹介（２５名）
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平成２２年５月３１日現在
会員数　　　：４２０１
賛助会員数：３６社
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日本ジェネリック学会の主な活動について

ジェネリック医薬品
情報システム

お願いカード 啓発ポスター 患者さんの薬箱
（PC版＆モバイル版）

ＧＥ推奨マーク

学会誌 学術大会、セミナーの開催
（学術大会・厚生労働省共催セミナーなど）

医師・
薬剤師
向けの
主な活動

患者
向けの
主な活動

委員会活動
・編集委員会
・流通委員会
・国際委員会
・品質評価委員会
・制度部会
・バイオシミラー
　分科会（予定）
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日本ジェネリック医薬品学会各種委員会のご紹介

委員長　 ：漆畑　稔　
副委員長：小山　信彌、佐藤　博

・２０１２年、ジェネリック医薬品使用率３０％を達成するための各種施策案をまとめ、関係各所への提案を行う。
・２００９年は各中医協関連委員会にて、２０１０年４月診療報酬改訂時におけるジェネリック医薬品使用促進案の提
言を実施した。
・２００９年１１月に、民主党議員および政策秘書総勢５２名によるジェネリック医薬品を推進するための「医薬品適正
使用議員連盟（会長：三井弁雄議員）」を開催し、ジェネリック医薬品使用推進への不安感を一掃する役割を果たし
た。

委員会活動①　制度部会

委員長：村田　正弘
委 　員：篠原　久仁子、谷口　郁子、陳　恵一

委員会活動②　品質評価委員会

・ジェネリック医薬品の安心使用を促進するため、薬剤師を中心とした、ジェネリック医薬品に関する副作用、
　スケールアップ問題、使用感など各種イベントモニタリング手法の確立を目指す。
　２０１０年１月中旬～４月中旬まで、モニター参加薬剤師の募集および、調査を行う。結果は、学会誌、ＧＩＳ等
　
　で発表予定
・患者のジェネリック医薬品入手を簡便化するために、ジェネリック医薬品を積極的に取り扱う医療機関、薬局
に対して、「ジェネリック医薬品推奨マーク」の配布を行う。（２００９年末時点で約１０００件が取得）
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日本ジェネリック医薬品学会各種委員会のご紹介

編集委員長：緒方　宏泰
編集    委員：青柳　伸男、池田　俊也、上野　和行、漆畑　稔、楠本　正明、佐々木　忠徳、 
　　　　　　　　 角田　博道、陳　恵一、津谷　喜一郎、村田　正弘
アドバイザー：陸　寿一（沢井製薬）

委員会活動③　編集委員会

委員長　 ：増原　慶壮
副委員長：佐々木　忠徳

委員会活動④　流通委員会

・ ２０１０年も引き続き、ジェネリック医薬品の安定供給を実現するためのあるべき流通形体の研究を行う。

・内外の最新情報、論文、また医薬品情報ＢＯＸなど新しい試みも実践品がら年２回の発行を行う。

委員長　 ：折井　孝男
副委員長：川上　純一

委員会活動⑤　国際委員会

・ 世界におけるジェネリック医薬品の使用事例を研究し、日本国内におけるジェネリック医薬品の普及策を検討する。
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学会誌発行 
Academic Journals

２００９年度は本誌２号とサプリメント１号の発行を予定しております。



医療が変わるto2020

• 武藤正樹著

• 医学通信社　５月発売

• Ａ５判　３２０頁、２４００
円

• DPC/PDPS，地域連携，
P4P，臨床指
標，RBRVS，スキルミク
ス，etc

• ５月下旬発刊です！







ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
　　gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/
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